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平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

平成28年９月30日をもちまして第113期第２四半期連結

累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）

を終了いたしましたので、ここに中間報告書をお届けし、

事業の概況等につきましてご報告申しあげます。

当社グループは、「人間尊重を基本に、新たな価値を創造

し、信頼される企業として、地球に優しい社会造りに貢献

する」を経営理念に掲げ、自動車及び産業・建設機械用熱

交換器のトップメーカーとしてお客様の信頼を獲得してま

いりました。

これからも業界をリードする品質の高い商品造りを通し

て社会に貢献するとともに、株主の皆様のご支援にお応え

すべく、業績の更なる向上に努めてまいる所存でございます。

なお、当第２四半期連結累計期間は、１株につき５円の

中間配当を実施させていただきました。

株主の皆様におかれましては、変わらぬご支援とご鞭撻

を賜りますようお願い申しあげます。

株主の皆様へ

代表取締役社長

林　隆司
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　当第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年９月30日）におけるわが国経済
は、政府の経済政策や日本銀行の金融緩和などの政策効果により、企業収益、雇用・所得環境
は緩やかながら回復基調で推移いたしました。しかしながら、個人消費や株式市場の低迷、円
相場の不安定な動きを背景に、依然として先行き不透明な状況が続いております。
　また、海外では中国をはじめとするアジア新興国経済の景気減速や英国のＥＵ離脱決定によ
る世界経済への影響が懸念されるなど、予断を許さない状況にあります。
　当社グループの主要市場でありますトラック市場におきましては、国内は前期に続き堅調に推
移しました。海外は主に新興国・資源国での市場停滞により、全体としての需要は減少しました。
　一方、産業・建設機械市場につきましても、国内における更新需要の一巡による買い控えの
継続や中国等の新興国における需要の伸び悩みが続きました。
　このような事業環境のもと、当社グループ（当社及び連結子会社）の売上高は、国内におき
ましては、産業・建設機械市場の販売低迷により前年同四半期に比べ減少しました。海外にお
きましても、主にタイ市場の低迷や為替影響により、前年
同四半期に比べ減少しました。
　この結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の
売上高は152億38百万円（前年同四半期比3.4％減）とな
りました。
　利益面におきましては、売上高の減少はあったものの、
原価低減活動の推進、子会社の輸出製品の数量増と製品構
成等の変化による利益増加要因が寄与したことにより、営
業利益は11億28百万円（前年同四半期比34.0％増）とな
りました。経常利益は、９億91百万円（前年同四半期比
12.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は６億47
百万円（前年同四半期比11.1％増）となりました。

営業活動の成果

当第２四半期の概況

大型車用クーリングモジュール
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EGRクーラー

第２四半期財務諸表（連結）

連結貸借対照表（要旨）� （単位：千円）

期 別

科 目

当第２四半期
平成28年（9月30日現在）

前第２四半期
平成27年（9月30日現在）

前　　期
平成28年（3月31日現在）

資産の部
　流動資産 19,992,112 21,335,621 21,434,522
　固定資産 8,385,416 9,223,862 9,195,553
　　有形固定資産 7,283,142 8,082,681 8,051,210
　　無形固定資産 162,168 199,853 196,189
　　投資その他の資産 940,105 941,328 948,153
　資産合計 28,377,529 30,559,484 30,630,075
負債の部
　流動負債 7,846,719 9,825,918 9,599,878
　固定負債 711,038 643,536 789,654
　負債合計 8,557,758 10,469,454 10,389,532
純資産の部
　株主資本 18,463,440 17,125,264 17,873,213
　　資本金 1,317,600 1,317,600 1,317,600
　　資本剰余金 778,300 778,300 778,300
　　利益剰余金 16,371,987 15,033,812 15,781,761
　　自己株式 △4,447 △4,447 △4,447
　その他の包括利益累計額 91,349 1,578,100 951,627
　　その他有価証券評価差額金 351,712 371,973 343,566
　　為替換算調整勘定 △92,825 1,181,883 795,052
　　退職給付に係る調整累計額 △167,537 24,244 △186,991
　非支配株主持分 1,264,981 1,386,664 1,415,701
　純資産合計 19,819,770 20,090,029 20,240,543
　負債純資産合計 28,377,529 30,559,484 30,630,075

連結損益計算書（要旨）� （単位：千円）

期 別

科 目

当第２四半期
平成28年4月 1 日から（平成28年9月30日まで）

前第２四半期
平成27年4月 1 日から（平成27年9月30日まで）

前　　期
平成27年4月 1 日から（平成28年3月31日まで）

売上高 15,238,425 15,781,458 31,482,889

売上原価 12,835,494 13,629,709 26,750,696

　売上総利益 2,402,931 2,151,748 4,732,193

販売費及び一般管理費 1,274,723 1,309,802 2,761,283

　営業利益 1,128,207 841,946 1,970,909

営業外収益 54,365 72,839 122,228

営業外費用 191,320 31,903 125,930

経常利益 991,252 882,881 1,967,207

特別利益 2,513 1,826 5,315

特別損失 7,133 2,017 20,890
税金等調整前四半期

（当期）純利益 986,632 882,690 1,951,632

　法人税、住民税及び事業税 204,401 263,210 362,303

　法人税等調整額 42,456 △24,671 109,914

　四半期純利益 739,774 644,151 1,479,414

　非支配株主に帰属する四半期純利益 91,996 61,143 90,905

　親会社株主に帰属する四半期純利益 647,778 583,007 1,388,509

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）� （単位：千円）

期 別

科 目

当第２四半期
平成28年4月 1 日から（平成28年9月30日まで）

前第２四半期
平成27年4月 1 日から（平成27年9月30日まで）

前　　期
平成27年4月 1 日から（平成28年3月31日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー 952,612 1,161,993 3,174,105
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,074,116 △1,300,540 △2,004,347
財務活動によるキャッシュ・フロー △709,835 257,950 △105,854
現金及び現金同等物に係る換算差額 △252,370 29,507 △68,664
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,083,710 148,910 995,239
現金及び現金同等物の期首残高 8,300,887 7,305,648 7,305,648
現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 7,217,176 7,454,559 8,300,887
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会社情報

会社概要（平成28年9月30日現在）

役　員（平成28年9月30日現在）

社 名
英 文 社 名
設 立
資 本 金
従業員数（連結）
事 業 所

営 業 品 目

連 結 子 会 社

東京ラヂエーター製造株式会社
TOKYO RADIATOR MFG. CO., LTD.
1938年10月15日
13億1,760万円
901名
本社・藤沢工場
〒252-0816
神奈川県藤沢市遠藤2002番地１
TEL　0466-87-1231（代表）
〈熱交換器〉
ラジエーター、オイルクーラー、インタークーラー、EGRクーラー  他
〈車体部品〉
燃料タンク、SCRタンク、オイルパン、バキュームタンク  他
株式会社トーシンテクノ
無錫塔尓基熱交換器科技有限公司
重慶東京散熱器有限公司
PT. TOKYO RADIATOR SELAMAT SEMPURNA
TR Asia CO.,LTD.

本社・藤沢工場

代 表 取 締 役 社 長
執 行 役 員 社 長 林 　 隆 司
取 締 役
常 務 執 行 役 員 宇 野 　 浩
取 締 役
執 行 役 員 半 田 邦 夫
取 締 役
執 行 役 員 神 田 克 美
取 締 役
（ 社 外 取 締 役 ） 田 口 洋 一

常 勤 監 査 役 村 田 　 敬
監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ） 伊 藤 隆 治
監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ） 金 井 敏 夫
監 査 役 野 尻 文 雄
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◆ 株式の分布状況
　 （所有者別株式比率）

金融商品取引業者
4.54％

金融機関
6.57％

外国法人等
14.25％

一般法人
56.39％

個人・その他
18.25％

株式情報

株式の状況（平成28年9月30日現在）

◆ 発行可能株式総数  ������43,200,000株

◆ 発行済株式の総数  ������14,400,000株

◆ 1単元の株式数 ����������� 100株

◆ 株主総数  ������������ 1,512名

◆ 大株主
株　　　　主　　　　名 持株数（千株） 持株比率（％）

カルソニックカンセイ株式会社 5,770 40.10
い す ゞ 自 動 車 株 式 会 社 675 4.69
UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED CLIENT ACCOUNT 594 4.13
BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG/
J A S D E C / F I M / L U X E M B O U R G   F U N D S 545 3.78

山 崎 金 属 産 業 株 式 会 社 525 3.65
立 花 証 券 株 式 会 社 524 3.64
佐 藤 商 事 株 式 会 社 501 3.48
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 450 3.12
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 300 2.08
日 新 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 300 2.08

(注)　持株比率は自己株式（11,858株）を控除して計算しております。
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ホームページについてのご案内株式についてのご案内

〒252-0816  神奈川県藤沢市遠藤2002番地1
TEL  0466-87-1231（代表）

当社のホームページでは、IR情報をはじめとした
様々な情報を掲載しております。是非ご覧ください。

http://www.tokyo-radiator.co.jp/

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

事 業 年 度

配当金受領株主確定日

定 時 株 主 総 会

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

（ お 問 合 せ 先 ）

公 告 の 方 法

公 告 掲 載 URL

4月1日～翌年3月31日

3月31日

なお、中間配当を実施するときの株主確定日は

9月30日

毎年6月に開催

三菱UFJ信託銀行株式会社

〒137-8081

東京都江東区東砂七丁目10番11号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

電話　0120-232-711（通話料無料）

電子公告

ただし、電子公告によることが出来ない事故、

その他やむを得ない事由が生じた場合には、

日本経済新聞に公告します。

http://www.tokyo-radiator.co.jp/


